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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、「自然界の情報を捉え活かすためのアナログとデジタルの変換技術を原点に、計

測・制御技術を駆使したツールの提供によってお客様による新しい価値の創出を支援し、産業の発展と健康な生活に貢献する」という経営理念を

実現するために、経営上の組織体制や仕組みを整備し、必要な施策を実施していくことであり、コーポレート・ガバナンスの充実が経営上の最も

重要な課題のひとつであると認識しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則1-2-(4)】

（議決権の電子行使の利用や招集通知の英訳）

　当社は現在、当社の株主における海外投資家の株式保有比率が相対的に低いことから、議決権の電子行使を可能とするための環境作りや招
集通知の英訳は行っておりません。今後、海外投資家の株式保有比率が20％以上となった時点で、上記の体制の整備を検討して参ります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】

（いわゆる政策保有株式）

　当社は、政策保有株式として保有する上場株式について、その保有に関する方針及び議決権行使の基準を制定しております。

「政策保有株式に関する方針」

（１）政策保有株式は基本的には保有しない。但し、取引先との長期的・安定的な関係の維持・強化、事業活動の円滑な推進等戦略上の観点か
ら、中長期的な企業価値の向上に資すると認められた場合に限り保有する。

（２）政策保有株式の議決権については、当社及び投資先企業の中長期的な企業価値の向上の観点から総合的に判断し、適切に議決権を行使
する。

【原則1-7】

（関連当事者間の取引）

　当社と取締役との間の取引（競業取引及び利益相反取引等）については、「取締役会規程」において取締役会への報告及び承認事項として定め
ております。取締役会において実際の個別取引の報告を受領し、取引内容の調査、リスク低減策を講じる等取引承認に際しては慎重に検証を
行っており、当該取引の進捗状況について定期的に報告を受け、適切な対応を行っております。

【原則3-1】

（情報開示の充実）

１．会社の経営理念、経営戦略及び経営計画

　当社では、経営理念を策定し、開示しております。詳細は当社ホームページに掲載しておりますので、ご参照ください。

　経営理念

　http://www.aandd.co.jp/adhome/profile/com-idea.html

　また、企業価値の向上を図るため、近年は以下の通り経営目標を策定しております。

　［全体目標］

　　・「改革推進元年」の認識共有化

　　・「顧客志向」の浸透

　［営業目標］

　　・「売れる仕組みづくり」の構築

　［開発目標］

　　・「開発効率」の向上

　［生産目標］

　　・「全体最適生産体制」の強化

　［管理目標］

　　・「グローバル管理体制」の強化

２．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方につきましては、上記「I．1．基本的な考え方」に記載しております。

　また、当社はコーポレートガバナンスに関する基本方針を以下の通り定めております。

「コーポレートガバナンスに関する基本方針」

（１）株主の権利・平等性の確保



　当社は株主の権利を尊重し、建設的な対話の場である株主総会において株主が適正に権利行使ができる環境を整備すると共に、株主の実質
的な平等性が確保されるよう適切な対応を行う。

（２）株主以外のステークホルダーとの適切な協働

　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の創出達成には、株主以外のステークホルダー（従業員・顧客・取引先・債権者・地域社会等）が
不可欠と認識し、適切な協働に努める。

（３）適切な情報開示と透明性の確保

　当社は、株主等のステークホルダーのニーズに応えるために、法令並びに金融商品取引所が定める規則の順守はもとより、経営方針、財務状
況、事業活動状況等コーポレートガバナンス実現の観点から、主体的に適時開示する。

（４）取締役会の責務

　取締役会は、経営理念を踏まえ、透明・公正かつ迅速・果敢な意思決定により、会社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、戦
略的方向付けを行う役割・責務の適切な遂行に努める。

（５）株主との対話

　当社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業活動の向上に資するよう、「株主との建設的な対話に関する基本方針」を定め、開示する。

３．取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　経営陣幹部を含む取締役の報酬は、「基本報酬」及び「業績連動報酬」で構成され、「基本報酬」は株主総会で決議された報酬月額の範囲内で
取締役会の決議により決定しております。「業績連動報酬」は、取締役の報酬を一層業績に連動させるため導入しており、主な内容は、支給総額5
億円を上限として業績連動報酬を損金経理する前の税金等調整前当期純利益（連結）の2％を支給するもので、株主総会で承認された基準に従
い決定しております。

　また、経営陣幹部については事業発展の功績、業績向上・株価上昇意欲や士気高揚を目的として、新株予約権制度を導入し、加えて平成28年
６月23日開催の第39回定時株主総会において、株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入することを決議いただき、実施しております。

４．取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　取締役候補の選定に関しましては、別途「取締役選任に関する方針」を定めており、経営陣幹部候補者につきましてもこの方針に準じて実施す
ることとしております。

　監査役候補者の選定につきましては、(1)人格・見識に優れ、遵法精神に富む人物であること(2)経営監督能力に優れていること(3)経理知識やリ
スク管理能力に優れていること、等の条件を総合的に判断することとしております。

　取締役・監査役候補の指名にあたっては、取締役会での検討及び承認、監査役候補の指名の場合は更に監査役会の同意の上、指名を行って
おります。

「取締役選任に関する方針」

１．当社の取締役候補者は、以下の条件を満たしていなければならない。

　（１）心身ともに健康であり、人望、品格、倫理観を有していること。

　（２）先見性と見識に優れ、遵法精神に富んでいること。

　（３）経営判断・経営執行・経営監督の各能力に優れていること。

　（４）豊富な業務上の専門知識及び経験を有すること。

　（５）経営判断に影響を及ぼすおそれのある利害関係・取引関係がないこと。

２．当社の社外取締役候補として選任するものは、前項の他、次の条件を満たすものとする。

　（１）当社の「社外役員の独立性要件」の条件を満たす者であること。

　（２）下記の「独立社外取締役の役割・責務」を果たせる者であること。

　　ａ．経営の方針や経営改善について、自らの知見に基づき、会社の持続的な成長を促し中長期的な企業価値の向上を図る、との観点からの助
言を行うこと

　　ｂ．経営陣幹部の選解任その他の取締役会の重要な意思決定を通じ、経営の監督を行うこと

　　ｃ．会社と経営陣・支配株主等との間の利益相反を監督すること

　　ｄ．経営陣・支配株主から独立した立場で、少数株主をはじめとするステークホルダーの意見を取締役会に適切に反映させること

５．取締役会が上記４．を踏まえて経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

　社外取締役・社外監査役の選任・指名については、株主総会招集通知に個人別の選任理由を記載しております。その他の取締役・監査役につ
いては、株主総会招集通知に個人別の略歴を記載しております。

【補充原則4-1-(1)】

（取締役会から経営陣への委任の範囲）

　当社はコーポレートガバナンス充実のために執行役員制度を導入し、「経営の意思決定及び監督機能」と「意思決定に基づく業務執行機能」を分
離することにより、意思決定の迅速化による経営の効率化と責任の明確化を図っております。法定事項、定款所定事項等、経営の基本方針・計画
等経営の重要事項を取締役会付議・報告事項として「取締役会規程」に定め、これら以外の事項に関する意思決定は、各業務執行者にそれぞれ
委任しております。

【原則4-8】

（独立社外取締役の有効な活用）

　当社は社外取締役２名を選任しており、その２名を独立社外取締役として東京証券取引所へ届け出ております。社外取締役は、その独立した立
場から助言や監督機能を果たしており、現時点では社外取締役を三分の一以上選任する必要はないと考えております。

【原則4-9】

（独立社外取締役の独立性判断基準及び資質）

　当社は、社外役員（社外取締役及び社外監査役）の独立性を担保する観点から、金融商品取引所が定める独立性基準を踏まえ、独立性要件を
定めております。尚候補者の選任に際しては、社外役員として期待されている機能（執行の監督機能、助言機能、利益相反の監督機能）が期待で
きるかも併せて確認しております。

「社外役員の独立性要件」

（１）当社及び当社子会社（以下、当社グループ）の主要な取引先またはその業務執行者でないこと。

（２）当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門家等（当該財産を得てい
る者が法人、組合員等の団体である場合は、当該団体に所属するものをいう。）でないこと。

（３）現在及び過去においても当社グループの業務執行者でないこと。

（４）当社の子会社の業務執行者でない取締役（社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。）でないこと。

（５）当社グループの主要株主またはその業務執行者でないこと。



（６）社外役員の相互就任にある先の出身者でないこと。

（７）上記（１）から（６）に該当する者の２親等以内の親族でないこと。

（８）その他、社外役員としての職務遂行上での独立性に疑いがないこと。

【補充原則4-11-(1)】

（取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方）

　取締役に相応しい知識・経験・能力・人格を有する人材の中から、取締役会全体における専門分野のバランス及び多様性を考慮した上で、取締
役会での検討及び承認を経て、株主総会にて決定しております。

　なお定款に定める取締役の定数は１０人以内、監査役の定数は４人以内ですが、現在、取締役８名（内　社外取締役２名）、監査役４名（内　社
外監査役３名）を選任しており、現在の取締役会の規模はその役割と責務及び企業規模に照らし、適切と考えております。

【補充原則4-11-(2)】

（取締役及び監査役の兼任状況）

　当社では、「株主総会招集ご通知」に他の上場会社の役員との兼務状況を掲示しておりますが、該当事項はありません。

【補充原則4-11-(3)】

（取締役会の実効性についての分析・評価）

　当社は、取締役会の実効性の評価を年度毎に実施する事とし、平成29年度は平成30年３月から５月にかけて調査・分析・評価を実施致しまし
た。

１．評価の方法

　取締役・監査役全員に取締役会実効性の評価に関する趣旨等を説明の上調査票を配布し、全員からの回答に基づき分析・評価を行った上で取
締役会にて審議致しました。

　調査項目

　・取締役会の構成

　・取締役会の運営

　・取締役会の議題

　・取締役会の支援態勢

　・取締役の職務執行状況

　・評価対象年度の課題の解決状況

２．評価結果の概要

　全役員からの調査回答結果を踏まえ分析・評価した結果、当社の取締役会は、経営上の意思決定や業務執行の監督を行うための体制が整備
され、企業戦略の方向性等の重要課題について適切に議論を行っており、取締役会の実効性は「概ね確保されている」と判断致しました。

　一方で、前年度の取締役会実効性評価で洗い出された課題については着実に改善が進んでいるものの、継続して改善が望まれる事項として、
後継者の育成及び世代交代についてのビジョンの明確化や、取締役の職務執行に必要な知識を習得する機会の充実が望まれるという点が引き
続き挙げられました。

３．今後の取組

　今回の評価結果を踏まえ、平成30年度は以下を重点課題として取り組み、取締役会の実効性の更なる向上に努めてまいります。

　・世代交代に備えて、後継者及び経営幹部の抜擢育成についての具体的計画を策定し、定期的に議論を進めてまいります。

　・取締役がその役割及び職務を適切に執行するために必要な知識を習得する機会の更なる充実を図ります。

【補充原則4-14-(2)】

（取締役・監査役に対するトレーニングの方針）

　当社の取締役・監査役・執行役員（以下「役員」という）が、その役割・責務を適切に果たすため、「役員のトレーニングニング方針」を定めておりま
す。

「役員のトレーニング方針」

（１）役員就任時に役員として期待される役割・責務を適切に果たすために必要な研修を実施。具体的には、企業理念、事業・財務・組織等に関す
る必要な知識、役員の役割と責務（順守すべき法令・ルール、コーポレートガバナンス・コード、内部統制システム等）等について、個々のキャリア・
特性を考慮して行う。

（２）上記に加えて、社外役員が新たに就任する際は、事業内容の説明や事業所や子会社等の視察の機会を提供する。

（３）必要な知識の習得や個々の役員に適合した社内役員研修会の開催、研修等（法令・コーポレートガバナンス・コード、内部統制、安全・品質管
理等）の機会の提供・斡旋を行い、その費用の支援を行う。

【原則5-1】

（株主との建設的な対話に関する方針）

　当社は、持続的な成長と中期的な企業価値の向上に資するよう、「株主との建設的な対話に関する基本方針」を定めております。

「株主との建設的な対話に関する基本方針」

（1）ＩＲ活動は総務部が担い、管理本部長が所管し、社長が統括する。経理部等関係各部が的確な対応ができるよう連携する。

（２）株主・機関投資家に対しては、年2回決算説明会を実施する。株主・機関投資家から要望がある場合には、スモールミーティング・個別の面
談・取材対応も行う。個人投資家に対しては、年１回会社説明会を実施する。

（３）株主・投資家との対話により得られた意見・質問等は、定期的に経営陣幹部に報告し、企業価値の向上に反映する。

（４）当社ウェブサイトにて、決算説明会の資料等ＩＲ関連資料を掲載する。

（５）インサイダー情報の管理については、「インサイダー取引防止規程」を定め、情報管理及び情報漏洩の防止を徹底する。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）



エー・アンド・デイ従業員持株会 1,426,900 6.85

HSBC BANK PLC A／C MARATHON FUSION JAPAN PARTNERSHIP LP 1,128,000 5.42

株式会社デンソー 1,122,000 5.39

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 838,400 4.03

ビービーエイチ フオー フイデリテイ ロー プライスド ストツク フアンド（プリンシパル オール セク

ター サブポートフオリオ）
687,600 3.30

株式会社埼玉りそな銀行 606,000 2.91

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 494,400 2.37

株式会社足利銀行 490,000 2.35

古川　哲 400,650 1.92

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 348,700 1.67

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

上表には、自己株式1,755,880株（平成30年3月31日現在）を含めておりません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 精密機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

特にございません。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

川田　博 他の会社の出身者 △

大聖泰弘 学者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

川田　博 ○

川田博氏は、ヤマトホールディングス株式
会社に平成26年６月迄在籍しており、同
社のグループ会社と当社との間に取引は
ありますが、当社と関連を有しない他の当
事者と同等の条件によるものであり、かつ
多額なものではありません。

事業会社における長年に亘る経営を含む幅広
い業務経験と高い見識に基づき、当社の経営
を監督していただくとともに、当社の経営全般
に助言を頂戴することによりコーポレート・ガバ
ナンス強化に寄与していただくため、社外取締
役として選任いたしました。

また、当社と川田博氏本人及びその所属して
いた法人等の団体との関係に鑑み、当人が一
般株主と利益相反が生じる事のない公正・中
立な立場にあると判断し、独立役員に指定しま
した。



大聖泰弘 ○

大聖泰弘氏が所属する大学と当社の間に
取引関係はなく、また、最近３年間におい
て、当社は同氏に講演を依頼いたしました
が、その講演料は50万円未満であり、当
社の「社外役員の独立性要件」に定める
多額の金銭には該当いたしません。

早稲田大学次世代自動車研究機構の特任研
究教授として自動車の環境・エネルギー問題と
モビリティに関する研究に携わっており、当社
が行っている自動車開発支援のための計測・
制御・シミュレーションシステム事業に関し、専
門家としての豊富な経験と幅広い見識を活か
し、当社の経営全般に関して有益な助言および
提言をいただけるものと判断し、独立役員に指
定しました。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役監査・会計監査・内部監査の効率的な実施、情報交換、及び意見交換のために、監査役、会計監査人及び内部監査部門である内部監査

室が年３回～４回の「３者会議」をもっており、また、必要に応じて相互に連携をとる体制としております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

綾　克己 他の会社の出身者 ○

原口輝美 他の会社の出身者 △

梅澤英雄 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



綾　克己 ○

綾克己氏はときわ法律事務所の弁護士
で、当社は同法律事務所に弁護士報酬等
の支払いがありますが、当社と関連を有し
ない他の当事者と同等の条件によるもの
であり、かつ多額なものではありません。

弁護士としての専門的な見識を当社の監査業
務に反映し、経営全般の監視に活かしていた
だきたく、社外監査役として選任しました。

また、当社と綾克己氏本人及びその所属する
法人等の団体との関係に鑑み、当人が一般株
主と利益相反が生じる事のない公正・中立な立
場にあると判断し、独立役員に指定しました。

原口輝美 ○

原口輝美氏は、太平洋セメント株式会社
の出身者で、同社に平成20年３月迄在籍
しておりましたが、同社と当社との取引高
は小額であります。

事業会社において、長年に亘り経営を含む幅
広い業務経験を有していることから、社外監査
役として選任いたしました。また、当社と原口輝
美氏本人及びその所属していた法人等の団体
との関係に鑑み、当人が一般株主と利益相反
が生じる事のない公正・中立な立場にあると判
断し、独立役員に指定しました。

梅澤英雄 ○

梅澤英雄氏は、当社の取引銀行である株
式会社埼玉りそな銀行の取締役を務めて
おりましたが同行を既に退職しているこ
と、また同行が保有する株式は発行済み
株式数の2.68％にとどまること、さらに当
社は同行からの借入がありますが、同行
からの借入額は借入金全体の約22％で、
他の金融機関と比べ突出していないこと
から、社外監査役としての職務への影響
度はないものと判断しております。

金融機関における長年の経験と財務及び会計
に関する豊富な知見を有するとともに、経営に
対する高い見識を有しています。その知見・見
識と社外監査役としての客観的な立場から、当
社経営に対し中立的・公正な意見を期待できる
ものと判断し、独立役員に指定しました。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

当社は、取締役の報酬をより一層業績に連動させる体系とするため、月額報酬とは別枠にて業績連動報酬制度を導入しております。主な内容と

しましては、支給総額5億円を上限として、業績連動報酬を損金経理する前の税金等調整前純利益（連結）の2％を、決算数値確定後に一括で支

給するものであります。

また、当社の取締役に対して、これまでの事業発展に対する功績に報いるとともに、当社の株価や業績と報酬との連動性を高め、業績向上およ

び株価上昇への意欲や士気を高めることを目的として、平成17年６月28日開催の定時株主総会決議に基づき新株予約権（株式報酬型ストックオ
プション）を付与いたしました。

加えて、当社の取締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リス
クまでも株主の皆様と共有することで、当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、平成28年６月
23日開催の第39回定時株主総会において新たな株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」を導入することを決議いただき、

実施しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役

該当項目に関する補足説明

当社の業績向上に対する意欲や士気を一層高めるため、平成17年６月28日開催の定時株主総会決議に基づき、取締役を対象として新株予約権
（ストックオプション）を付与いたしました。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明



有価証券報告書において、取締役については社内取締役、社外取締役の別に各々の総額を開示しており、また監査役についても社内監査役、

社外監査役の別に各々の総額を開示しており、平成30年３月期の役員報酬等の内容として、社内取締役（６名）202百万円（基本報酬137百万円、
業績連動報酬47百万円、株式報酬17百万円）、社内監査役（１名） 12百万円（基本報酬）、社外役員（５名）20百万円（基本報酬）を開示していま

す。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社役員の報酬は、「基本報酬」と、連結業績に連動する「業績連動報酬」、並びに中長期的な業績の向上を目的とする「株式報酬」で構成され、
それぞれの報酬の算定方法の決定に関する方針は以下の通りです。

(1) 基本報酬

取締役の「基本報酬」は、株主総会で決議された報酬月額の範囲内で取締役の職責及び実績等に基づき取締役会で決定されます。一方、当社の
監査役の報酬は、株主総会で決議された報酬月額の範囲内で監査役の職責に応じて監査役の協議により決定される「基本報酬」のみとしており
ます。

基本報酬の報酬限度額は、取締役については平成25年６月25日開催の第36回定時株主総会において月額2,000万円以内（ただし、使用人分給
与は含まない）、監査役については平成18年６月28日開催の第29回定時株主総会において月額300万円以内と決議いただいております。

(2) 業績連動報酬制度

「業績連動報酬」は、株主総会で決議された支給総額を上限として業績連動報酬を損金経理する前の税金等調整前当期純利益（連結）の２％を
決算数値確定後に一括で支給するものであります。業績連動報酬の支給総額は、平成19年６月27日開催の第30回定時株主総会において５億円
以内とすること、また、配分方法の決定は、平成30年６月26日開催の第41回定時株主総会において取締役会に一任されることが決議されており
ます。詳細は以下のとおりです。

１．配分方法 代表取締役執行役員社長１名あたり100、取締役専務執行役員１名あたり40、取締役常務執行役員１名あたり30、取締役執行役員１

名あたり20とする比率で配分し、配分後の１万円未満の端数は切り捨てる。

２．支給対象者 事業年度末に在籍する取締役で業務執行役員に該当する者

３．支給時期 定時株主総会にて決算数値確定後１ヵ月以内に一括支給

４．不支給要件 業績連動報酬を損金経理する前の税金等調整前当期純利益（連結）が10億円未満の場合

(3) 株式報酬制度

「株式報酬」は、取締役の報酬と当社の業績および株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リ
スクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、平成28年６月23日
開催の第39回定時株主総会において本制度導入の決議をいただきました。本制度は社外取締役を除く取締役について、株式報酬制度として「株
式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」を採用しております。

①　株式報酬制度の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信託」といいます。）を通じて取得さ
れ、取締役に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式等が信託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度です。なお、
取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時とします。

②　本制度の対象者

当社の取締役で業務執行取締役に該当する者

③　取締役に給付される当社株式等の数の算定方法とその上限

取締役には、各事業年度における役位及び会社の業績達成度等に応じて定まる数のポイントが付与されます。また、取締役に付与される５事業
年度当たりのポイント数の合計は、40万ポイント（当社普通株式40万株相当）を上限とします。

なお、取締役に付与されるポイントは、株式給付に際し１ポイント当たり当社普通株式１株に換算されます（ただし、当社株式について、株式分割、
株式無償割当又は株式併合等が行われた場合には、その比率等に応じて換算比率について合理的な調整を行います）。

ポイント付与の計算方法は下記の通りとなります。

（算式）

ポイント付与日の前年の６月末日における役位に応じた基準ポイント（表１）×評価対象期間における業績に応じた業績係数（表２）

（１ポイント未満の端数がある場合にあっては、これを切り捨てる。）

役務対象期間に役位の変更があった場合に、直後のポイント付与日に付与するポイントは、次に定めるポイントの合計ポイント（１ポイント未満の
端数がある場合にあっては、これを切り捨てる。）とする。

なお、役位の変更があった月は変更後の役位であったものとみなす。

(1) 変更前の役位である期間に応じたポイント

変更前の役位に応じた基準ポイント（表１）×評価対象期間における業績に応じた業績係数（表２）×（役務対象期間のうち変更前の役位で在任し
ていた期間の月数÷１２）

(2) 変更後の役位である期間に応じたポイント

変更後の役位に応じた基準ポイント（表１）×評価対象期間における業績に応じた業績係数（表２）×（役務対象期間のうち変更後の役位で在任し
ていた期間の月数÷１２）

上記以外に当社が必要と判断した場合は、当社が必要と判断した日にポイントを付与することがあるが、この場合においては、付与するポイント
数を取締役会にて決定する。

表１　基準ポイント

　　　　役位 　　　　　　　　　　　基準ポイント

代表取締役執行役員社長　　　　 11,300

取締役専務執行役員　　　　　　　　7,500

取締役常務執行役員　　　　　　　　6,400

取締役執行役員　　　　　　　　　　　5,600

表２　業績係数

　　営業利益達成率　　　係数



50％未満　　　　　　　　　　0.0

50％以上 90％未満　　　0.5

90％以上 110％未満　　 1.0

110％以上 120％未満　　1.1

120％以上　　　　　　　　　1.2

営業利益達成率は営業利益（連結）期初予算額に対する達成率とする。

連結営業利益が赤字であった場合には、達成率に関わらず業績係数は0.0とする。

なお、当連結会計年度におきましては、営業利益（連結）期初予算額2,051百万円に対し、実績値は2,378百万円で、営業利益達成率は115.9％で
ありました。

④　当社株式等の給付

取締役は、役員株式給付規程に定める受益者要件を満たした場合、退任時に所定の受益者確定手続きを行うことにより、付与を受けた確定ポイ
ント数に相当する当社株式について、本信託から給付を受けることができます。ただし、受益者要件に加えて役員株式給付規程に別途定める要
件を満たす場合には、当該取締役に付与されたポイント数の一定割合について、当社株式の給付に代えて、当社株式を退任日時点の時価で換
算した金額相当の金銭を給付することとします。なお、金銭給付を行うために、本信託より当社株式を売却する場合があります。

本制度に基づき、取締役が受ける報酬等の額は、ポイント付与時において、取締役に付与されるポイント数の合計に本信託の有する当社株式の
１株当たりの帳簿価格を乗じた金額（ただし、当社株式について、株式分割、株式無償割当て又は株式併合等が行われた場合には、その比率等
に応じて合理的な調整を行います。）を基礎とします。また、役員株式給付規程の定めに従って例外的に金銭が給付される場合において相当と認
められるときは、当該金額を加算した金額とします。

（給付を受ける権利）

受給予定者が役員の退任日までに次の各号に定める条件のいずれをも満たして退任した場合は、当該退任日に給付を受ける権利を取得する。

(1) 当社が指定する書類を提出すること。

(2) 当社に対して、株式による給付を受ける証券会社の口座情報及び金銭による給付を受ける金融機関の口座情報のうち、当社が必要と認める

情報を通知すること。

ただし、在任中に一定の非違行為があったことに起因して退任した場合又は在任中に会社に損害が及ぶような不適切行為等があった場合は、給
付を受ける権利の全部又は一部を取得できないものとする。

（給付する株式数及び金銭額）

給付を受ける権利を取得した受給予定者への給付は、次の通りとする。

(1) 任期満了により役員を退任する場合

次のイに定める株式及びロに定める金銭を給付する。

イ　株式

次の算式により「１ポイント＝１株」として算出される給付株式数

ただし、当社株式について、株式分割、株式無償割当又は株式併合等が行われた場合には、その比率等に応じて換算比率について合理的な調
整を行うものとする。

（算式）

給付株式数＝退任日までに累計されたポイント数（以下「保有ポイント数」という。）×株式割合－単元株に相当するポイント数未満の端数（以下
「単元未満ポイント数」という。）

ロ　金銭

次の算式により算出される給付金銭額

（算式）

給付金銭額＝（保有ポイント数－給付株式数）×退任日時点における本株式の時価

(2) 辞任（自己都合による退任を含む。）又は解任により役員を退任する場合

次のイに定める株式及びロに定める金銭を給付する。

イ　株式

次の算式により「１ポイント＝１株」として算出される給付株式数

ただし、当社株式について、株式分割、株式無償割当又は株式併合等が行われた場合には、その比率等に応じて換算比率について合理的な調
整を行うものとする。

（算式）

給付株式数＝退任日時点における保有ポイント数×取締役会決議による減額係数－単元未満ポイント数

ロ　金銭

次の算式により算出される給付金銭額

（算式）

給付金銭額＝イで切り捨てられた単元未満ポイント数×退任日時点における本株式の時価

上記の株式割合及び金銭割合は次に定めるものとする。

(1) 株式割合

次の算式により算出される割合

（算式）

１－次の(2)に定める金銭割合

(2) 金銭割合

次の算式により算出される割合

（算式）

Ａ÷（Ｂ×Ｃ）（小数点以下第２位切上げ）

Ａ：受給予定者が、退任する事業年度において「Ｂ×Ｃ」に相当する金額に相当する所得を得たと仮定した場合において、当社が当該受給予定者
から徴収すべき源泉徴収税額

Ｂ：保有ポイント数

Ｃ：退任日時点における本株式の時価

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役及び社外監査役に対する専任のサポートスタッフはおりませんが、必要に応じて総務部等が依頼に基づく情報の収集、取締役会等
の会議資料の事前配布及び事前説明を行っております。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

(1) 取締役会

　当社の経営は取締役会を事業運営の中枢として位置づけており、取締役会にて経営の基本方針、法令で定められた事項及びその他の重要事

項を決定するとともに、その業務執行状況を監督しております。取締役会は、毎月１回定期に行う他、必要に応じて臨時に開催しており、平成30年

３月期においては17回開催しております。

　社外取締役の選任に関しましては、後述「現状のコーポレート・ガバナンス体制を採用している理由」に記載のとおりであります。

(2) 監査役会

　監査役会は、社外監査役３名を含む４名で構成しております。各監査役は、監査役会で定めた監査方針等に従い、取締役会及び重要会議への

出席や職務執行状況及び経営状態の調査等を行い、法令・定款違反や株主利益を侵害する事実の有無等について監査を行っております。

(3) 会計監査

　会計監査につきましては、当社は有限責任あずさ監査法人により監査を受けております。平成29年３月期において業務を執行した公認会計士

は、同監査法人の福島力氏及び成田孝行氏で、当社に係る継続関与年数については、両氏共に７年以内であるため記載を省略しております。ま
た、当社の会計監査業務に係る監査補助者は、公認会計士６名、その他13名をもって構成されております。

(4) 内部監査体制

　内部監査につきましては、内部監査規程に基づき社長直轄の内部監査室が各部門及び当社グループ各社の業務活動全般を監査しておりま

す。内部監査室は専任者３名の体制となっております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社の現在の企業統治の体制につきましては、意思決定の迅速化と経営に対するチェック機能を効果的に機能させる事を目的として構築してお
ります。

また、当社の社外取締役２名および社外監査役３名は、当社との間に特別の利害関係はなく、また豊かな経験と優れた知見を有する者であり、当
社経営陣から独立した立場から取締役会等に出席することを通じて、当社取締役が業務執行の決定・報告を行うことを促し、経営の透明性向上と
客観性確保が可能となる現状の体制が適切であると判断しているため、当該体制を採用しております。

なお、平成18年の定時株主総会後の取締役会決議により、コーポレートガバナンスのより一層の充実のために執行役員制度を導入して、これま

で取締役会が担ってきた「経営の意志決定および監督機能」と「その意志決定に基づく業務執行機能」を分離し、双方の機能強化を図っておりま

す。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 平成17年開催の定時株主総会より集中日を回避しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催 毎年12月ごろに個人投資家を対象として会社説明会を開催しております。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

期末決算後（毎年５月）及び中間決算後（毎年11月）において、アナリスト・機

関投資家等を対象として決算説明会を開催しております。
あり

IR資料のホームページ掲載
決算情報、決算情報以外の適時開示情報、有価証券報告書及び四半期報告

書、決算説明会資料等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 総務部総務課が担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、『コーポレートガバナンスに関する基本方針』を定め、株主等のステークホルダー
の立場を尊重し、適切な協働を行うこととしております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、『エー・アンド・デイ　環境方針』を策定し、地球環境の保全が人類共通の最重要
課題であることを認識し、企業活動のあらゆる面で環境保全に配慮した活動を行っており
ます。環境方針を推進するため、環境目的および目標を設定するとともに、全部門全従業
員が取り組み、定期的にそれらの達成度の評価、見直しを行ない、継続的な改善と向上を
図ることとしております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、『コーポレートガバナンスに関する基本方針』において、株主等のステークホル
ダーのニーズに応えるために、法令並びに金融商品取引所が定める規則の順守はもとよ
り、経営方針、財務状況、事業活動状況等コーポレートガバナンス実現の観点から、主体
的に適時開示する旨を定めております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、「自然界の情報を捉え活かすためのアナログとデジタルの変換技術を原点に、計測・制御技術を駆使したツールの提供によってお客様
による新しい価値の創出を支援し、産業の発展と健康な生活に貢献する」という経営理念を実現するための施策の一つとして、内部統制システム
をとらえております。法令遵守、業務の適正の確保及びリスクの適切な管理が、予期せぬ損失を防ぎ企業価値の向上に資する事と認識し、内部
統制システムの整備に取り組んでまいります。

当社の「内部統制システムの構築に関する基本方針」は以下の通りです。

１．当社及び子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　(1) 「Ａ＆Ｄグループ倫理憲章」を制定し、法令遵守と社会倫理の遵守を企業活動の原点とする。

　(2) コンプライアンスに関する統括責任者としてコンプライアンス担当役員を任命し、総務部をコンプライアンス体制の構築・維持・整備の担当事

務局とする。

　(3) 監査役会及び内部監査室は連携し、法令及び社内規程等の遵守体制や有効性を監査し、適正性の確保に努める。

　(4) 財務報告については、当社グループの財務情報の信頼性を確保するための適正な内部統制システムを整備し、運用する。

　(5) 反社会的勢力や団体との一切の関係を排除し、それらからの要求も断固として拒否する体制を整備する。

　(6) 不正行為等に対する内部通報制度を整備し、問題の未然防止、早期発見並びに早期解決に努める。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る文書は、法令及び社内規程に従い文書又は電磁的媒体に記録し、適切に管理する。これらの文書を取締役及び監
査役はいつでも閲覧可能な状態とする。

３．当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　全社的なリスク管理推進に関わる課題を審議するためリスク管理委員会を設置するとともに「リスク管理規程」に基づき総括管理を行い、各部門
はそれぞれのリスクを管理するための体制を構築する。

４．当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　(1) 当社は、執行役員制度を採用し、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、それぞれの機能の強化及び効率化を図る。

　(2) 当社及び子会社は職務分掌・職務権限・業務運営手続等を社内規程により整備し、その適切な運営に努める。

　(3) 内部監査室は当社及び子会社の内部監査を実施し、必要に応じて業務の是正・改善等を提言し、当社グループの効率的な業務を推進す

る。

５．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制

　子会社は「関係会社管理規程」に基づき職務の執行を管理し、各担当部門又は総合戦略企画室が定期又は随時に事業状況等の報告を受ける
他、重要事項については当社取締役会に報告する。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　(1) 監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合、必要に応じて監査を補助する能力と知識を備えた、専任又は兼任の使用人を置くこと

とし、その指名については取締役と監査役の協議によって決定する。

　(2) 監査役業務を補助すべき期間における当該使用人への指揮権は、監査役に委譲されたものとみなし、取締役又はその他の使用人からの指

揮命令には服さないものとする。

７．当社の監査役への報告に関する体制

　当社及び子会社の取締役及び使用人は、会社に重要な損失を与える事項が発生又は発生する恐れがあるとき、あるいは違法又は不正な行為
を発見したときは直ちに監査役に報告し、監査役が報告を求めた場合は速やかにこれに応じる。また、これらの報告をした者に対し、報告したこと
を理由に不利な取り扱い行うことを禁止する。

８．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　(1) 当社は、監査役にその職務執行に伴い前払い等の費用が生じたときは、その請求に基づき速やかに該当費用又は債務の支払いを行う。

　(2) 監査役は、重要な意思決定プロセスや業務執行状況を把握するため、会社の重要会議に出席するとともに、業務執行に関する文書を閲覧

し、必要に応じて取締役又は使用人に説明を求めることができる。

　(3) 監査役は、内部監査室及び会計監査人と情報交換を行い、必要に応じて相互に連携を取る。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは断固として対決し、これらの勢力や団体からの要求に対し

ては毅然たる態度で臨んでおります。その旨を「Ａ＆Ｄグループ倫理憲章」に定め、当社グループ役職員全員に周知徹底するとともに、平素より

関係行政機関などからの情報収集に努め、事案の発生時には関係行政機関や法律の専門家と緊密に連絡を取り、速やかにかつ適正に対処で

きる体制を構築しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社は、持続的な成長を継続させ企業価値を向上させることを最大の防衛策と考えており、現段階では買収防衛策の導入の予定はありません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

１．適時開示に関する基本方針について

　当社は、金融商品取引法並びに適時開示規則等に基づく適時適切な情報開示は、株主を始めとするステークホルダーに対する当然の義務で

あり、また上場会社として果たすべき社会的責務であると認識しております。そのために、迅速な情報の収集とその適切な取扱い、及び正確かつ

タイムリーな情報開示を目的として、社内体制の充実・整備に継続的に取り組む方針であります。

２．適時開示に係る社内体制の状況について

　当社並びにグループ企業の重要な会社情報（以下「内部情報」）の管理体制については、当社のインサイダー取引防止規程に基づき統括情報

管理責任者及び社内情報管理者を設置しており、統括情報管理責任者は取締役常務執行役員管理本部長が、社内情報管理者は総務部長がそ
の任にあたっております。また、内部情報の一元的な管理を行うために、全ての内部情報は社内情報管理者に報告することとなっており、社内情
報管理者は統括情報管理責任者及び社長と協議を行い、情報の分析と開示の決定を行っております。

　内部情報の開示に当っては、情報開示担当役員として取締役常務執行役員管理本部長がその任にあたり、実務は総務部にて担当しておりま
す。


